
Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary

令和３年1月19日

一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟
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 ケーブルテレビは、1955年、群馬県伊香保温泉における難視聴対策として誕生。
 光ファイバーケーブルや同軸ケーブルを敷設し、地域情報を放送するコミュニティ放送、地上放送や衛星放送の

再放送、インターネットや電話などの通信サービスなどの多様なサービスを提供。
 地域密着の事業者である「地域性」、臨機応変な対応が可能な「機動性」、インフラからコンテンツまで全てを扱う

「垂直的総合性」がケーブルテレビ事業者の特⾧。

1953年 地上テレビ放送開始

1955年 群馬県伊香保温泉で初のケーブルテレビ誕生

1972年 有線テレビジョン放送法制定

1974年 日本有線テレビジョン放送連盟が任意団体として発足

1980年 社団法人 日本ケーブルテレビ連盟設立

1987年 初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク（株））

1996年 ケーブルインターネット開始

1997年 電話サービス開始

2005年 ケーブルテレビ発祥50周年

2012年 日本ケーブルテレビ連盟が社団法人から一般社団法人に移行

2014年 4K試験放送開始／ケーブルスマホ（MVNO）サービス開始

2015年 デジアナ変換サービス終了／「ケーブル4K」実用放送開始

2017年 「ケーブルIDプラットフォーム」運用開始

2018年 「新4K8K衛星放送」再放送開始

2020年 ローカル5G/地域BWAの業界統一コア運用開始
「ローカル５G」地域実証等開始

ケーブルテレビの歴史

ケーブルテレビとは
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 2020年3月末現在、「有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者」数は、471事業者。
加入世帯数は、約3,091万世帯であり、緩やかな増加続いている。

 世帯普及率は約52.3％。我が国の総世帯数の半数以上が、ケーブルテレビ経由でテレビを視聴。
 サービス提供エリアは、全都道府県を網羅。471事業者のうち、349事業者（2020年3月31日現在）が、日本ケー

ブルテレビ連盟の会員。（連盟会員ベースの世帯普及率は、46.3％※）

登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移

出典：総務省『ケーブルテレビの現状』（2020年8月）
※（ ）内は、加入世帯数の対前年度末増加率
※最新の普及率は、令和2年1月1日現在の住民基本台帳世帯
数から算出
※ RF方式における「加⼊世帯数」は、登録に係る有線電気通
信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む））を指す。
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※総世帯数は、2020年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から、
連盟会員ベースの総接続数は、2020年3月31日現在の数値から算出。

世帯普及率
約52.3%

加入世帯数は、
約3,091万世帯。

ケーブルテレビの加入世帯数の推移
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 ケーブルテレビのサービスのうち、放送多チャンネルサービスについては微減となっているが、「インター
ネット」などの通信サービスは増加傾向が続いており、全体の加入者数は増加傾向。

 通信サービス、インターネット、電話に加え、MVNO（ケーブルスマホ）、地域BWA、WiFiなどの
無線サービスを提供。また、電力やガスの小売りもケーブルテレビとセットで提供。

ケーブルテレビサービスの普及状況（サービス提供数の増加）
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ケーブルテレビによる「スマートシティ」
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有線･無線インフラを介して繋がる多様な端末（STB･モデム･スマホ･タブレット･センサー等）への対応
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共通化可能な「サービス高度化に必要となるシステム」「･ オペレーション効率化のために必要となるシステム」の業界シェア
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業界統一コア

ケーブルプラットフォーム（業界連携の取組み）
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 農業従事者は高齢化と後継者不足が課題となっている富山県南砺市において、生産性の向上や農業技術の伝承
を行うため、FIWAREを活用したデータ連携PF、センサー、AIなどからなる農業管理プラットフォームを構築。

 圃場の育成状況を収集・蓄積・分析し、省力化と安定した生産管理や、データを活用して新規従事者や高齢従事
者でもオペレーション可能な安心安全な農業を目指す。更に、栽培から出荷までのトレーサビリティーを確保し商品価
値の向上を図る。

となみ衛星通信テレビ:南砺地域における安心安全で省力化できるIoT農業管理プラットフォームの構築

（総務省 令和2年度 地域IoT実装・共同利用推進事業）

スマートシティに関する取組事例
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 人口減少社会における少子高齢化や地域機能の低下等の更なる進行が予測される中で、今後も増
加し続ける交通弱者、買物弱者、医療弱者等の支援に向け、⾧野県伊那市にケーブルテレビをプラッ
トフォームとする簡便で多用途リクエストシステムを構築し、将来にわたり地域で暮らし続けることのでき
る環境の整備を図る。

伊那ケーブルテレビジョン:ＩＣＴライフサポート・チャンネル構築事業

（総務省 令和元年度データ利活用型スマートシティ推進事業）

スマートシティに関する取組事例
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 三重県木曽岬町において、町全域をカバーする地域ＢＷＡ網を構築し、子ども・高齢者のみまもりや
防犯カメラの設置、コミュニティバスの運行状況確認、水位観測等、地域BWAを活用した安全・安心
な街づくりを推進する。

CTY:木曽岬町地域ＢＷＡを活用した安全・安心まちづくり事業

地域ＢＷＡ基地局４局、センサー受信機８８カ所、避難所Ｗｉ－Ｆｉ９カ所、防犯防災カメラ２６カ所

小さな町だからできることを考える。
小さな町にしかできないことを実現する。

（総務省 令和元年度データ利活用型スマートシティ推進事業）

スマートシティに関する取組事例
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 愛媛県新居浜市の抱える交通、経済、防災、高齢化等の諸課題を解決するため、地域ポイント、防災シス
テム、交通等のシステムを構築するとともに、各種データを共通プラットフォーム上で連携させるスマートシティの
実現を目指す。新居浜地域スマートシティ推進協議会を設置し、産学官の連携で推進。

ハートネットワーク:新居浜市スマートシティ「住みたい、住み続けたい産業・環境・共生都市の実現」

市民、行政、地元商店など
が利用可能な「地域ポイン
トシステム（新居浜あかが
ねポイント）」を構築。コロ
ナの影響による地域経済対
策にも活用（総務省 令和
元年度データ利活用型ス
マートシティ推進事業）

市民、行政、地元商店など
が利用可能な「地域ポイン
トシステム（新居浜あかが
ねポイント）」を構築。コロ
ナの影響による地域経済対
策にも活用（総務省 令和
元年度データ利活用型ス
マートシティ推進事業）

市内の市営、民営バスにバス
ロケーションシステムを導入。
バス停の位置やバスの現在地、
バスの接近情報、時刻表、
ルート情報を確認できるシステ
ムを構築。
（国交省 令和元年度
スマートシティモデル事業等）

市内の市営、民営バスにバス
ロケーションシステムを導入。
バス停の位置やバスの現在地、
バスの接近情報、時刻表、
ルート情報を確認できるシステ
ムを構築。
（国交省 令和元年度
スマートシティモデル事業等）

見守り事業
2020年度中にセンサー基地
局を市内200箇所、
見守りタグを小学生1,000人
に配布。高齢者向けにGPS
端末を120人に配布。2021
年3月開始予定。
（新居浜市事業）

見守り事業
2020年度中にセンサー基地
局を市内200箇所、
見守りタグを小学生1,000人
に配布。高齢者向けにGPS
端末を120人に配布。2021
年3月開始予定。
（新居浜市事業）

市の防災情報システムとス
マートシティの共通PFを連
携。PFに集約した情報を可
視化し、PCやスマートフォン
からアクセス可能に。
（総務省 令和元年度
データ利活用型
スマートシティ推進事業）

市の防災情報システムとス
マートシティの共通PFを連
携。PFに集約した情報を可
視化し、PCやスマートフォン
からアクセス可能に。
（総務省 令和元年度
データ利活用型
スマートシティ推進事業）

スマートシティに関する取組事例
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ケーブルテレビによる「無線利活用」
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地方創生の加速

地域の課題解決

地域ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ促進

地域の安心・安全サービス・
アプリケーション

サービス・
アプリケーション

従来からの地域映像を中心とした
BtoCコンテンツ

地方自治体との太いパイプを活用した
地域の課題解決に資するBtoGアプリ

支えるインフラ
 災害時等に輻輳しないネットワーク
 低遅延を要するサービスへの対応
 データ流通の地域分散

（エッジコンピューティングの実現等）

地域イベントやインバウンド向けリアルタイム映像伝送(VR/AR等)
遠隔監視・操作(トレーニング, 機械操作, 宅配, 遠隔手術等）
その他 大容量・IoT等 多数接続環境を各地域で安定的に提供

無線利活用戦略ロードマップ

2017年7月開始 キャリアアグリ
ゲーション

業界コア構築プラット
フォーム
プラット
フォーム

業界共通ID基盤
ケーブルID

業界共通ID基盤
ケーブルID

★東京五輪★平昌五輪 ★ラグビーW杯

イ
ン
フ
ラ

イ
ン
フ
ラ

FTTH化の推進 (オフロード・トラヒックの増大)

ケーブルがMVNOとして提供

★フリーWi-Fi業界内認証連携

★フリーWi-Fi全国キャリアとのローミング

★加入者向けWi-Fi業界内認証連携
★加入者向けWi-Fi全国キャリアとのローミング

宅内外WiFi AP増設 ※屋外:フリーWi-Fi、宅内:加入者向けWi-Fi

★業界内ローミング開始
★全国キャリアとのローミング開始

免許取得・基地局増設 ★業界内データローミング開始
★全国キャリアとのデータローミング開始

★音声サービス・音声ローミング開始

無
線
無
線

有線有線

オ
フ
ロ
ー
ド

5G
4.5GHz帯
28GHz帯

5G
4.5GHz帯
28GHz帯

地域BWA地域BWA

Wi-FiWi-Fi

ケーブル

MVNOMVNO － MVNO

－ Wi-Fi

－ 5G 

※業界の無線インフラを支えるコア網

－ 地域BWA

－ 有線

免許申請、基地局開設
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 業界として地域BWAやローカル５Gなどの戦略的な展開を図るため、業界内で共同で利用できる
コア設備である「業界統一コア」を構築。

 （株）グレープ・ワンが運営し、（株）地域ワイヤレスジャパンを通じて提供。
 2020年3月に地域BWA向け、2020年6月にローカル5G向け（ミリ波）のサービスを開始。

業界統一コアによるローカル5G・地域BWAサービス提供スキーム

地域BWA・ローカル５G普及展開のための「業界統一コア」の構築
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 秋田駅前の官民複合施設である「秋田拠点センターALVE」に、ローカル5GやWiFi6などの通信環境
と充実したセキュリティ環境などを備えた「テレワークオフィス」を開設し、秋田県内外の企業や大学など
のオフィスを誘致し利用してもらう。

 また、シェアオフィスとすることで、産学官交流を発展させ、新たな事業の開発へつなげる。そして、ＣＮ
Ａが提供する技術やサービスのモデルルームやラボとしての活用も検討。

秋田ケーブルテレビ:テレワークオフィスの整備（秋田拠点センターALVE）
ローカル5G活用事例
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 秋田市立体育館内にローカル５Ｇ基地局を設置し、４Kカメラ、ＡＩカメラの映像を遅延なく多数の
観客のスマートフォンやモニターに映し出し、秋田市立体育館の臨場感・県民の一体感と高精細なマ
ルチアングル映像の両方を楽しむことができる次世代アリーナを実現する。

 また、ARスポーツ会場、他会場試合のパブリックビューイング会場など、高速通信が必要な各種イベン
ト会場としても活用。

秋田ケーブルテレビ:ローカル５Ｇを活用した次世代アリーナの実現（秋田市）
ローカル5G活用事例
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 秋田県立大学フィールド教育研究センター内に、ローカル５G、地域BWAなどの複数の無線システム
を組み合わせた次世代ワイヤレス環境を構築し、産官学の連携体制を構築し、スマート農業の各種
実証や雪の影響確認など、農業DXを中心に、村全体のスマートシティ化を目指す。

秋田ケーブルテレビ:ローカル５Ｇを活用したスマート農業の実現（大潟村）
ローカル5G活用事例
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 栃木県栃木市 巴波川・永野川流域に、４Kカメラや水位センサーを設置し、高速・大容量伝送が可
能なローカル５GやAIを活用して、防災業務の高度化と迅速な住民避難行動を実現を目指す。

 具体的には、以下の実証を行う。
 ４Kカメラの高精細映像とAI画像解析を用いた河川の水位変動予測
 ４Kカメラや水位センサ等の防災情報の可視化による河川氾濫監視等の自治体業務の高度化
 地域住民への河川のリアルタイム映像配信による避難意識向上

ケーブルテレビ:防災業務の高度化及び迅速な住民避難行動の実現
ローカル5G活用事例
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ZTV:ローカル5Gを用いた4Kカメラ映像配信

 滋賀県⾧浜市及び米原市内（予定）に４Kカメラを設置し、交通量や降雪状況など撮影した高精
細映像をローカル５Gを用いてコミュニティチャンネルにリアルタイムに配信。

 自動車等での移動が日常生活な不可欠となっている地域におけるトラブルの事前回避など、地域住
民の生活向上を図る。

出典:ZTV作成資料

4Kカメラ

5G基地局
4Kカメラ

4Kカメラ

4Kカメラ

5G基地局

VPNルータ

VPNルータ

VPNルータ

VPNルータ

5G端末

5G端末

5G端末

5G端末
自主放送設備VPNルータインターネット

コミュニティチャンネル

業界統一コア

ZTV 5Gを用いた
4Kカメラ映像提供中!

ローカル5G活用事例
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となみ衛星通信テレビ:4K映像とAIによるぶどう畑での鳥獣害対策
 ワイナリー・トレボー（株）（富山県南砺市）と連携し、ローカル5Gや自動制御ローバー・ドローン

を活用した鳥獣対策や農薬散布など生産性向上に関する実証を実施（富山県との共同事業）。
 ぶどう畑にローカル５Gと地域BWAの基地局、4Kカメラを設置。5Gで伝送された4K映像をAIで解析

し、自動制御ローバー・ドローンを用いて、自動で鳥獣（害獣）の追い払うとともに、草刈りや農薬
散布を行う（鳥獣の侵入やぶどうの病気の有無や種別は、AIで判断）（2021年度 商用化予定）。

ローカル5G活用事例
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愛媛CATV:ローカル5G活用しまなみサイクリスト誘客促進
 瀬戸内しまなみ海道に、ローカル5Gを活用したサイクリスト誘客の仕組みを構築。
 新型コロナウイルスの反転攻勢フェーズにおいて激化する地域間競争を勝ち抜くために、健康維持の面

で再評価されているサイクリングを切り口に、しまなみ海道のシンボル的存在である来島海峡大橋をフッ
クとした更なる魅力向上、情報発信を図り、観光需要の回復に繋げる。 愛媛県令和2年度6月補正予算事業

ローカル5G活用事例
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愛媛CATVにおけるローカル5Gを活用した取組
ローカル5G活用事例
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CATVから「地域DX」へ

 ケーブルテレビは地域密着のメディア。地域住民、地元企業、自治体と信頼関
係を持ち、日々の生活圏のニュースからや お祭りなどの地域のコンテンツを発信

有線だけでなく、「地域BWA」や「ケーブルスマホ（MVNO事業）」や、次世代
の無線システムである「ローカル５G」の活用を積極的に推進。

有線・無線のICTインフラとコンテンツの両方を持つ「地域密着のICT事業者」と
して、自治体とも連携しつつ、「スマートシティ実現」を推進。

今後、「少子高齢化」や「人口・世帯の減少」といった課題や感染症拡大による
「新たな日常の実現」などに対応するため、従来のビジネス領域にとらわれず、
「事業領域の拡大と新たな顧客の創造」を追求し、地域におけるデジタル化に
積極的に貢献してまいりたい。

ケーブルテレビの方向性
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2030年のケーブルテレビ ビジョン（イメージ）
オンライン

診療

５Ｇ
ビジネス

４Ｋ／８Ｋ
コンテンツビジネス

地域
ビジネス

ネット
ビジネス

ＤＸ
ビジネス

ケーブルＩＤ

2030年のビジネスの方向性

オンライン
学習

テレワーク・
ワーケーション

VR/AR
観光

エンタメ・
スポーツ防災・減災

スマートシティ
地域コミュニティ

活動支援

安心セキュリティ

プラットフォーム

有線（光等）

「ＣＡＴＶ」 から 「地域DX」 へ!
４Ｋ／８Ｋ

無線（L5G/地域BWA）

AJC-CMS地域ＩＸ

ＭＶＮＯ

コミュニティチャンネル

電力、ガス スマートホーム

地上波再放送

業界統一コア

ICTインフラ
機能

生活インフラ
機能

メディア
機能

ケーブル業界
連携コミュニティアプリ

多チャンネル

ケーブル４Ｋ

人材育成・共有データ連携

ケーブルテレビ事業者

22
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「地域DX」の推進に向けた要望

 地域のICT事業者としての立場を活かし、「地域DXの担い手」として、地域のデジタル化
を進め、スマートシティの実現に貢献してまいりたい。

 いままでの取り組みにおける課題意識から、以下を要望いたします。

＜要望事項＞

①スマートシティを支える「ローカル５G」の
徹底的な活用

②スマートシティ実現に向けたアジャイル型
の自走モデル確立支援

③スマートシティハッカソンなどを通じた実践
的なICTソリューション人材の育成支援

④「学生」ｘ「CATV」ｘ「スマートシティ関
係者」による地域の魅力発信支援

スマートシティ推進に必要なリソース

通信インフラ（FTTH、ローカル５G・地域BWA)

スマートシティのデータ基盤

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

予算 地域の
ICTｿﾘｭｰｼｮﾝ人材

推進体制

１

２
３

４ 地域の魅力、地域のビジョン
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要望①:スマートシティを支える「ローカル５G」の徹底的な活用

 実証段階にあるスマートシティの取り組みを加速させるためには、地域の自由な発想に基づく事業に対
し、「ローカル５G」の柔軟な利用を認め、その徹底的な活用を推進することが重要。

 このため、以下を要望いたします。
（1） 「スマートシティ」 X 「ローカル５G」 の取組を支援する施策

（ローカル5Gを活用して柔軟にスマートシティの実験を行える実験試験局制度の創設 等）
（2）広域でローカル５Gを利用するための環境整備

（ローカル5Gの免許制度の見直し（※））
（3）「地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証」等による支援 など

ローカル５G

「ローカル５G」を徹底的に活用するための環境を整備し、
「社会全体のデジタル化」や「新たな日常」の実現を前倒し

地域の自由な発想に基
づき、様々な分野への利
用を推進し、ローカル５
Gの徹底的な活用を促
進

スマートシティ

※現在のローカル５Gの制度は、 自己土地の利用が原則であり、他者土地利用に対して自己土地利用が優先。また、他者土地利用は、固定通信に限定。
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要望② スマートシティ実現に向けたアジャイル型の自走モデル確立支援

25

 規模の小さい自治体がスマートシティ実現に向けて取り組み、自走化を進めるためには、地域の
ICT事業者が自治体に寄り添って支える体制が必要。

 例えば、スマートシティで何を実現するのか、どのようなシステムが必要となるのか、業務手順はどう
変わるのか、実施体制をどうするのか、後年度の費用負担はどうなるのか、コストも踏まえて取捨選
択するなど、関係者で検証を重ねつつ段階的に確立していくアジャイル型の開発手法が有効。

 そのために、スマートシティの実現に向けて、アジャイル型で検証を行いながら、実施内容の精度
を高め、自走可能なモデルの確立を目指す実証事業を要望します。

「アジャイル型で検証を行いながら、実施内容の精度を高め、
自走可能なモデルの確立を目指す実証事業」が必要

スマートシティ推進に必要なリソース

通信インフラ（FTTH、ローカル５G・地域BWA)

スマートシティのデータ基盤

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

予算 地域の
ICTｿﾘｭｰｼｮﾝ人材

推進体制 開発

検証

設計 開発

検証

設計 開発

検証

設計

スマートシティ施策の実施効果、システム規模、業務手順
構築コスト、運用コスト、役割分担など、プロトタイプの開
発を進めながら検証を重ねる。関係者が理解を深めながら
自走モデルを段階的につくり上げていく
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要望③ スマートシティハッカソンなどを通じた実践的なICTソリューション人材の育成支援

 地域ではスマートシティに必要なデータ基盤、アプリケーション開発に関する知見が少なく、多くの外部の
リソースに頼らざるを得ず、「地域でやれることは地域でやる」ということや「身の丈にあった取り組みを
行う」のが難しい状況です。ほとんどの事を外部リソースに依存することでコストが高くなるだけでなく、自
律的に取り組み発展させていくことも困難。

 「地域の課題は地域で解決する」という主体性を持ってスマートシティを推進するには、地域のICT
事業者を中心としたICT人材の充実を図ることが必要です。地域が一体となって人材の確保、教育
を積極的に行えるような支援施策を要望します。

通信
インフラ

データ基盤

アプリケー
ション

アイデア トライアル 構築 運用作業

有線、無線インフラ（CATV等の地域の通信事業者）

「地域の課題は地域で解決する」という主体性を
持ち、スマートシティを自律的に発展させていく
➡ 地域のICTソリューション人材育成に向けた
スマートシティハッカソンなど実践的な教育機会が必要

スマートシティ推進に必要なリソース

通信インフラ（FTTH、ローカル５G・地域BWA)

スマートシティのデータ基盤

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

活用領域の
アプリ

予算・自走モデル 地域の
ICTｿﾘｭｰｼｮﾝ人材

サービス提供・推進体制
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要望④:「学生」ｘ「CATV」ｘ「スマートシティ関係者」による地域の魅力発信支援

 地域の魅力や特徴を生かしたスマートシティ像を誰にでもわかる映像にまとめ、放送やWeb・SNSな
ど様々なメディアで発信。自治体・地元企業など地域のスマートシティ関係者、住民がしっかりとビジョ
ンを共有することができ、スマートシティ施策に住民参加を促す環境を醸成。

 地域のスマートシティ関係者、映像制作力を持つ地域のCATVと地元学生の共創プロジェクトとする。

 地域在住の日本人・外国人インフルエンサーともコラボして、全国・グローバルに発信することで、地域プ
ロモーション、関係人口の創出につなげ、地域や地方大学の魅力向上にも貢献。

 地域のコンテンツクリエーター育成やデジタルマーケティング人材育成の機会となる。

デジタルネイティブ世代の
発想力、発信力

地域の大学、
高専、高校など

映像制作力、
地域での情報発信力

地域のCATV

地域のスマートシティ関係者

自治体、
地元企業など

すべての関係者、住民がスマートシティ推進の
ビジョンを共有。住民参加を促す環境を醸成
すべての関係者、住民がスマートシティ推進の
ビジョンを共有。住民参加を促す環境を醸成

全国・グローバルに発信し、地域や地方大学
の魅力向上にも貢献
全国・グローバルに発信し、地域や地方大学
の魅力向上にも貢献




